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研究成果の概要（和文）：学級力向上プロジェクトとは，学級力アンケートと呼称する調査を実施し，その結果
をレーダーチャート形式で可視化して表現する学級力セルフ・アセスメントシステムを活用し，学級改善のため
の主体的な取り組みを行うプロジェクト学習である．本研究では，1）短時間での取り組みを実現する，改善型
学級力セルフ・アセスメントシステムを活用したカリキュラム開発とその効果の検証，2）教員向けのマンガ教
材と研修プログラムの作成，3）2）を使用した教員研修会及び「学級力向上フォーラム」を開催した．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to design and develop curriculum using the 
improved self-assessment system for classroom competencies. The following research tasks were 
carried out. 1) Improving self-assessment system for classroom competencies based on segmentation of
 R-PDCA cycle; 2) Curriculum development and investigation of its effects using improved 
self-assessment system for classroom competencies; 3) Designing and making the cartoon materials to 
develop classroom management skills; 4) Holding in-service teacher workshops and forum using the 
designed materials throughout research period.

研究分野： 教育工学，教科教育学

キーワード： 学級経営　学級力　可視化　プロジェクト学習　カリキュラム開発　教員研修　特別活動　道徳科
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，学級力向上プロジェクトの教育内容に関する考察をカリキュラム開発の視点から見直し，学級力セ
ルフ・アセスメントシステムの改善を行った．また，社会教育においては，教員向けの研修用教材と研修プログ
ラムについて，教育する際の考え方が次の若手世代にどのように影響するかについて，研修会や各種フォーラム
等での企画・実施・考察を通して，次世代に対応した学級力向上プロジェクトを解明しようとしている所にその
特長がある．これにより，従来の手法を発展させ，学級経営力の育成を行う学級力向上プロジェクトを体系化さ
せたところに社会的な意義がある．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
ベネッセ総合教育研究所（2007）は，学力向上に子どもの人間関係力と集団力が不可欠である

ことを指摘しつつ総合学級力という概念を提案し，教科学力（国語・算数／数学），社会的実践
力，学びの基礎力との関係を検討している．その結果，社会的実践力や学びの基礎力と総合学級
力との間には強い正の相関が，また教科学力と学級力にはやや強い正の相関があることを明ら
かにしている．この知見をもとに，学級力向上プロジェクトが提案され，新潟大学教育学部附属
新潟小学校（2010，2012）や田中（2013，2014）などにみられるような，実践事例が蓄積され
つつある． 
 しかしながら，学級力の向上のためには，特別活動（主に学級活動）に限定せず，各教科や道
徳，総合的な学習の時間とも関連づけた包括的なカリキュラム開発が重要である．ところが，学
級力の向上を意図した教科横断的なカリキュラム研究は，蛯谷・田中（2015）のみである． 
 
２．研究の目的 
学級力向上プロジェクトとは，田中（2013，2014）による新しい学級づくりの手法である．

児童生徒が「学級力アンケート」と呼称する調査を実施し，その結果をレーダーチャート形式で
可視化して表現する「学級力セルフ・アセスメントシステム」を活用し，学級改善のための主体
的な取り組みを行うプロジェクト学習である．本手法は，学級経営を苦手とする教員や，学級経
営の基礎・基本を身に付ける必要のある若手教員によるよりよい学級経営の推進に，またいじめ
防止教育としての効果が期待されている．本研究では，改善型学級力セルフ・アセスメントシス
テムを活用したカリキュラム開発とその効果の検証を行う．さらに，教員向けの研修用教材と研
修プログラムを作成し，それらを使用した教員研修会及び学級力向上フォーラムを開催する． 
 
３．研究の方法 
(1)学級力セルフ・アセスメントシステムの改善 
学校・学級の状況や学級担任のニーズに合わせたプロジェクトが柔軟かつ弾力的に展開でき

るようシステムを改善する． 
(2)改善型学級力セルフ・アセスメントシステムを活用したカリキュラム開発とその効果の検証  
(1)で作成した改善型システムを活用しつつ，各教科等を有機的に関連づけた教科横断的なカ

リキュラムを小中学校向けに開発し，その教育的効果を質的・量的側面から検証する． 
(3)教員向けの研修用教材と研修プログラムの作成 
(1)及び(2)の成果を踏まえつつ，漫画を用いた研修用教材と若手教員向けの研修プログラム

を作成する． 
(4)若手教員を対象とした研修会及び学級力向上フォーラムの企画・実施 
(1)から(3)の成果を教育実践に還元すること，および学級力向上プロジェクトの普及・発展を

目的として，石川県と愛知県，新潟県の計３県を対象とした研修会及び学級力向上フォーラムを
開催する． 
 
４．研究成果 
(1)学級力セルフ・アセスメントシステムの改善 
本システムは，学級力アンケート調査を起点（現状のアセスメント＝R）とし，児童・生徒と

学級担任とが協働しながら，R-PDCA サイクルを意識した学級経営を行うものである．しかし，
実際に学級力向上プロジェクトに取り組もうとすると「時間的な余裕がない」ことを多くの教員
から指摘され，課題の 1つとなっていた．本研究では，この R-PDCA サイクルを分節化し，朝学
活・終学活・給食などの短時間でも取り組み可能なモデルケースを提案した（表 1参照）． 
 

表 1 改善型学級力セルフ・アセスメントシステム：基本モデル 

モデル 概  要 

CA 
アンケートを使用せずに各学級の状態を可視化することを重視した学級づくりの方
策 

R-CA 
アンケート調査を実施し，各項目の数値に着目させた内省を促し，支持的風土の高
い学級づくりの方策 

PDCA 
教員が専門職としての自信と誇りを持ち，教育指導に全力を注ぎ，その能力を伸ば
していける教員システムの在り方及び，各教員が専門性を連携・発揮し，学校組織
全体の総合力を一層高めていく方策 

 
(2)改善型学級力セルフ・アセスメントシステムを活用したカリキュラム開発とその効果の検証 
 従来の R-PDCA モデルを分節化し，朝学活・終学活・給食などの短時間でも取り組み可能な CA
モデルや R-CA モデルに基づく，カリキュラム開発を試みた．具体的には，研究協力校（小・中
学校）を中心として，平成 28 年から令和元年にかけ，「学級力向上プロジェクト」に関する実践
事例を，一定数蓄積することができた．また，実践事例の一部を出版することができた． 
 教育効果の検証においては，質問紙（児童・生徒の自己評価）の結果のみでは判断が難しく，
当初の想定より重層的な分析の必要性が示唆されたが，小学校 4年生の児童について「学校生活



スキル」と学級力との関連から，次の知見を得た． 
① 学級開き（4～5月）と完成期（翌年 3月）の学級力の変容のタイプにより 4群に児童を分類 

した（表 2参照）．次に，学校生活スキルの下位尺度について時期×群による分散分析を行っ
た．その結果，自己学習スキル及び集団活動スキルは，各群によって得点の変容は異なった
が，完成期に学級力が向上していた児童ら（MU群）は，学校生活スキルも上昇する傾向が認
められた（図 1参照）． 

 
表 2 学級力の変容のタイプによる児童の分類 

群 n 特  徴 
HD 13 2 時点ともに 1SD より得点が高いが，3月調査で低下している 
MU 26 4 月調査では平均点以下だが，３月調査では得点が上昇している 
LU 09 4 月調査の得点がマイナス 1SD 以下だが，3月調査で上昇している 
MD 15 2 時点ともに平均点以下である 

 
② 3 月調査で合計得点がマイナス 1SD を下回る極端な低下のあった MD群は，学校生活スキルの

全下位尺度得点が低下傾向にあり，合計点では 26.06 から 23.79 へ低下していた．また自己
学習スキル及び集団活動スキルについては，3 月調査の得点が有意に低下しており，何らか
の友人トラブルを抱えている可能性が示唆された（図 1・図 2参照）． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 ４群の自己学習スキルの変化    図 2 ４群の集団活動スキルの変化 
 
(3)教員向けの研修用教材と研修プログラムの作成 
 マンガ教材の作成にあたっては，武田弦氏（川崎市立川崎総合科学高等学校）の協力の下，改
善型学級力向上プロジェクトに関するマンガ教材『漫画で分かる 学級力のススメ』を作成する
ことができた（表 3参照）．また，これらの教材を活用した研修プログラムを作成した．さらに，
第 1～5弾については出版することができた． 
 

表 3 マンガ教材一覧 
No メインテーマ No メインテーマ 

第 1弾 小学校入門編（R-PDCA モデル） 第 5弾 学級力活用編 
第 2弾 小学校基礎編（R-CA モデル） 第 6弾 スマイルブック小学校低学年編 
第 3弾 中学校教科力編 第 7弾 スマイルブック小学校中学年編 
第 4弾 はがき新聞編 第 8弾 スマイルブック小学校高学年編 

 
(4)若手教員を対象とした研修会及び学級力向上フォーラムの企画・実施 
 「学級力向上プロジェクト」の認知度を高めるため，若手教員を中心としつつ，関心をもった
教員も参加できるという形態で，表 3の教材（主に第 1～3弾）を活用した教員研修会を実施し
た．その際，中核となったのは教員免許状更新講習（愛知教育大学）であり，名古屋市教育委員
会及び愛知県教育員会が主催する研修会においても，本研究で得られた知見や教材の活用が行
われた． 
 一方，協力校における実践紹介・交流，また興味をもった教員や学校関係者との情報共有の場
となったのは，中部学級力向上研究会であり，毎年 3～4回のペースで実施された．特に年度末
の研究会は，「フォーラム」として位置付け，参加人数や規模を拡大し，平成 28年度から令和元
年度まで計 4回実施することができた． 
(5)スマイルカードの開発とカードを活用した実践事例の提案 
本項目は当初の構想になかった．平成 28 年度に先行的に実施した教育実践から，学級力向上

のための取り組みを考えるスマイル・ミーティング（R-PDCA サイクルの P の）場面で，活動の
停滞が見受けられるケースが散見された．このことは，当初，予期していなかった問題であり，

4.46

4.09

3.67
3.923.95

3.25

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

4月調査 3月調査

HD MU

LU MD

3.56

3.173.08

3.36
3.44
3.38

2.83

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

4月調査 3月調査

HD MU

LU MD



研究計画に反映させることになった．そこで，研究組織内に専門作業部会を立ち上げ，29 年度
に計 5回の活動を行い，スマイル・ミーティングを円滑に進めるための事例集（スマイルカード
／スマイルブック）の作成を行った（図 3）．さらに 30 年度には，協力校（知立市立八ツ田小学
校）を中心にスマイルブックを活用した実践事例を蓄積することができた． 
 

 
図 3 スマイルブック（知立市立八ツ田小学校） 

 
(6)今後の展望 
 本研究の今後の展望として，次の 3点を指摘したい． 
① 学級力と学校生活スキルとの関連の検討 
 小学校中学年（4年生）を対象とした結果より，学級力と学校生活スキルは関連があり，学級
力アンケートに，子供の適応状態を探るツールとなる可能性を見出すことができた．小学校高学
年及び中学校の児童生徒にも同様の傾向が認められるか，対象を広げて調査・検討することが必
要である． 
②スマイルカードの分類 
 スマイル・ミーティングの運営を円滑化するために，スマイルブックを作成するとともに，活
用例のポイントを整理したマンガ教材（第 6～8 弾）を作成した．また，スマイルカードも一定
数（平成 29～30 年度分）が蓄積されている．このスマイルカードについて，教員が目的に応じ
て活用しやすくするために，学級力向上の取組（スマイル・アクション）と関連する教科・領域
等を考慮しつつ分類したい． 
③研究成果の公開 
 先述の通り，本研究の一部については既に出版する機会に恵まれた．未刊行の内容も多々ある
ため，Web ページ等の活用も含め，得られた知見を積極的に公開・発信していく． 
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